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地域における建設業① ～ 北海道の建設業の現状分析 ～

資料番号 全　　国 北海道

○全国では、製造業25.5%、サービス業23.7%、卸売・
小売業13.8%の割合が高い

○北海道では、サービス業27.5%、卸売・小売業
14.3%、不動産業13.4%の割合が高い

建設業の現状
特　徴

項目

○他地域と比較して、北

○H8全国：建設業9.3%（関東8.3～北海道・東北
14.0%、九州10.1%）
○H18全国：建設業5.5%（近畿4.6%～北海道・東北
7.4%、九州6.5%）

○H8北海道：建設業15.5%
○H18北海道：建設業9.2%

○産業別成長寄与度（H8→H18） ○産業別成長寄与度（H8→H18）

地
域
に
お
け

産業別構成比
【資料１】
【資料２】

○他地域と比較して、北
海道の産業全体に対す
る建設業の占める割合は
高い
○10年前との比較では他
地域と比べても建設業の
落ち込みが大。北海道の

産業別成長寄与
度

【資料３】

○産業別成長寄与度（H8→H18）
全国では、サービス業、製造業のプラス寄与が大き
い：全産業10.2%（建設業-3.3%～製造業4.8%、サービ
ス業5.9%）

○産業別成長寄与度（H8→H18）
北海道では、建設業のマイナス寄与が大きい：全産
業-5.6%（建設業-6.8%、製造業-1.1%～サービス業
3.3%）

○経済波及効果
・直接需要額9,251億円の場合、生産誘発額17,500

○建設産業以外の他産
業に対しても生産誘発

け
る
建
設
業
①

総生産は１０年間で減だ
が、主因は建設業の減少

経済波及効果 【資料４】
直接需要額 , 億円 場合、 産誘発額 ,
億円(1.89倍）、就業者誘発数137,000人
・他産業への生産誘発額割合は47%、就業者誘発数
割合は45%

業に対しても生産誘発、
就業者誘発の波及が大
きい
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地域における建設業② ～ 北海道の建設業の現状分析 ～

資料番号 全　　国 北海道

【資料５】
【資料６】

○H20年度建設業就業者数は、ピーク時（H9）から
約22%減少

○H20年度建設業就業者数は、ピーク時（H7/8/9平
均）から約31％減少

○ピークからの減少は全
国よりも大

建設業の現状
特　徴

項目

【資料 】 約 減少 均） 約 減少 国 りも大

○全産業に占める建設業従業者数の割合(H18)
・全国：総数7.1%、～1万人12.2％、1～5万人8.4%、5
～10万人7.6%、10～100万人6.6%、100万人～6.4%
・九州：総数8.1%、～1万人12.6％、1～5万人9.0%、5
～10万人8.0%、10～100万人7.8%、100万人～6.8%

○全産業に占める建設業従業者数の割合(H18)
・北海道：総数9.3%、～1万人12.7％、1～5万人
10.5%、5～10万人8.4%、10～100万人8.9%、100万人
～8.3%

○北海道の建設業従業
者の割合は全国より大き
く、小さな市町村ほど建
設業の割合が大きい

地 建設業の就業者 人 、 人 、 人

○全産業における従業者数の増加率
（H13→H18）　-6.2%、　　　　【H18人口規模別】
・札幌：-2.4%、10～100万：-8.8%、5～10万：-5.5%、1
～5万：-6.7%、～1万：-11.1%
○建設業における従業者数の増加率
（ ) 【 人 規模別】

○概ね人口の少ない市
町村ほど、全産業の従業
者数の減少が大きく、建
設業の減少が大きな要

地
域
に
お
け
る
建

建設業の就業者
数等

【資料７】

（H13→H18) -21.1% 　　　【H18人口規模別】
・札幌：-14.3%、10～100万：-23.3%、5～10万：-
17.8%、1～5万：-22.9%、～1万：-29.6%

設業の減少が大きな要
因

【資料５】
【資料６】

○H20年度建設業許可業者数は、ピーク時（H11）か
ら約15％減少

○H20年度建設業許可業者数は22,272社（内大臣認
可118)で、ピーク時（H11）から約15％減少

○ピークからの推移は全
国と同程度

建
設
業
②

【資料８】

○全産業に占める建設業事業所数の割合(H18)
総数9.8%、人口１万人未満11.7%、1-5万人10.4%、5-
10万人10.7%、人口10万人以上（札幌除）9.6%、札幌
8.6%

○小さな市町村ほど建設
業の割合が高い

建設業の許可業
者・事業所数
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建設市場の現状 ～ 北海道の建設業の現状分析 ～

資料番号 全　　国 北海道

【資料９】

○H20公共比率
・全国：公共34.4%(土木29.8%、建築4.6%）、民間65.6%
（土木13 1% 建築52 5%）

○H20公共比率
・北海道：公共58 8%(土木53 9% 建築4 9%） 民間 ○北海道は公共土木の

建設業の現状
特　徴

項目

【資料９】 （土木13.1%、建築52.5%）
・九州：公共46.1%(土木39.6%、建築6.5%）、民間53.9%
（土木9.5%、建築44.4%）

・北海道：公共58.8%(土木53.9%、建築4.9%）、民間
41.1%（土木6.4%、建築34.7%）

【資料５】
【資料６】

○H20年度建設投資額
・全体　ピーク時（H3）から約44％減少
・公共　ピーク時（H5）から約52%減少

○H20年度建設投資額
・全体　ピーク時（H5）から約51％減少
・公共　ピーク時（H11）から約54%減少

割合が大きく、民間投資
が小さい
○全国に比べて北海道
の減少率が大きい

建設投資額

【資料１０】

○H19年度営業利益率：0.5%(3,191社）
・売上高別（３億未満-2.4%、10億未満0％、30億未満
0.9%、50億未満1.4％、50億以上0%）
○近年の推移（H15：2.0%、H16：2.3%、H17：0.9%、
H18：1.7%→H19：0.5%）：0.25

○売上高の規模が小さい
ほど利益率は低い。売上
高３億円未満の規模では
マイナス
○経年的に低下傾向

○部門別営業利益率の推移
営業 益率が

営業利益率
建
設

【資料１１】

○部門別営業利益率の推移
H15(全体2.0%、土木2.4%、建築0.9%、土木建築2.2%）
～H19(全体0.5%、土木0.0%、建築0.3%、土木建築
0.6%）

○土木の営業利益率が
建設業全体の営業利益
率に与える影響大

1社当たり完成工
○推移(H14→H18)417→436

○推移(H14→H18)298→274
資本金5千万円以上3 424→3 054 5千万円未満212

○北海道の１社当たり完
成工事高は小さい
○資本金5千万円未満の

設
市
場
の
現
状
1社当たり完成工
事高

【資料１２】 資本金5千万円以上7,363→6,901、5千万円未満208
→216

資本金5千万円以上3,424→3,054、5千万円未満212
→192（1-5千万円未満324→324、1千万円未満68→
55）

○資本金5千万円未満の
企業の完成工事高は、全
国では増加、北海道は減
少

○H20年度倒産件数：4,467件、全産業に占める割 ○H20年度倒産件数：279件、全産業に占める割合：

○全国に比べて建設業
の倒産が全体に占める
割合大

【資料１３】
○ 年度倒産件数 , 件、全産業に占める割
合：28.6%
○昨年との比較（H19→H20）：1.11

○ 年度倒産件数 件、全産業に占める割合
38.0%
○昨年との比較（H19→H20）：1.31

割合大
○事業所数（9.8%）、就業
者数(9.3%)の全産業に占
める割合に比べ、倒産比
率が大

【資料１４】
○原因別状況：業績不振77.4%、既往のしわ寄せ
7 9% 放漫経営5 4% 他社倒産の余波3 9%・・・

○倒産原因は業績不振
が多くを占める

倒産件数・状況
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公共・民間工事の現状 ～ 北海道の建設業の現状分析 ～

資料番号 全　　国 北海道

○H19年度新設・維持修繕工事
新設75%（公共27%、民間73%）、維持修繕25%（公共
24% 民間76%）

○H19年度新設・維持修繕工事
新設78%（公共48%、民間52%）、維持修繕22%（公共
34% 民間66%）新設・維持修繕

○社会資本ストックの老

建設業の現状
特　徴

項目

24%、民間76%） 34%、民間66%）

○新設・維持修繕工事の推移（H15→H19）：維持比
率0.23→0.25：1.09

○新設・維持修繕工事の推移（H15→H19）：維持比
率0.18→0.22：1.22

○経営事項審査申請数の推移（H15→H19）
H15(10,863(許可業者の44.1%))→H19(9,524(42.6%))：
0 88

○経営事項審査申請数
は建設業許可業者数、就
業者数と同程度の減少

新設・維持修繕
工事の推移

【資料１５】 朽化等に伴い維持管理
型工事の割合が増加

0.88 業者数と同程度の減少

○北海道開発局有資格者推移
Ａ：93、Ｂ：501、Ｃ：863、Ｄ：2,883、計4,340（H16.4.1現
在）→Ａ：56(0.60)、Ｂ：300(0.60)、Ｃ：500(0.58)、Ｄ：
2,559(0.89)、計3,415(0.79)（H21.4.1現在）

○有資格者は全体として
減少する中で、Ｄクラスの
減少率は相対的に小さい

○H19年度工事件数は167 700件(前年度比4 3%減） ○H19年度工事件数は8 988件(前年度比4 2%減）

公
共
・
民
間

工事請負有資格
者数等

【資料１６】

○H19年度工事件数は167,700件(前年度比4.3%減）
で、請負契約額は約9兆4,329億円(前年度比0.5増）

○H19年度工事件数は8,988件(前年度比4.2%減）
で、請負契約額は約6,597億円(前年度比4.7%減）

○発注者別請負契約額の構成は、都道府県27.0%、
市町村25.7%、国22.4%で全体の75.1%

○発注者別請負契約額の構成は、都道府県25.8%、
市町村19.6%、国41.3%で全体の86.7%

○国の発注割合が全国
の２倍程度と高い一方、
市町村の割合は小

○資本金階層別契約額では 資本金1億円以上 ○資本金階層別契約額では 資本金1億円以上 ○北海道では資本金

【資料１７】

間
工
事
の
現
状

公共工事の契約
状況

【資料１８】
○資本金階層別契約額では、資本金1億円以上
51.7%、5,000万円-１億円12.5%、1,000-5,000万円
35.1%、個人と1,000万円未満0.7%

○資本金階層別契約額では、資本金1億円以上
44.2%、5,000万円-１億円18.6%、1,000-5,000万円
37.2%、個人と1,000万円未満0

海 資本
1,000万円以上１億円以
下の企業が半分以上受
注

○H19年度工事件数は89,027件(前年度比17.21%増）
で、請負契約額は約11兆8,786億円(前年度比37.9%
増）

○H19年度工事件数は2,838件(前年度比25.2%減）
で、請負契約額は約3,408億円(前年度比6.1%増）

民間工事の契約
【資料１９】

○発注者別の構成は、運輸業・通信業27.8%、製造
業27.5%、電気・ガス業18.3%～（工事件数比率）

○発注者別の構成は、運輸業・通信業23.6%、サービ
ス業21.3%、製造業19.5%、電気・ガス業15.7%～（工事
件数比率）

民間工事の契約
状況

【資料１９】
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建設業の現状 ～ 北海道の建設業の現状分析 ～

資料番号 全　　国 北海道

○H20年建設業就業者の年齢構成
15-29：13.0%、30-39：24.2%、40-49：19.6%、50-：43.2%

○H20年建設業就業者の年齢構成
15-29：12.5%、30-39：20.8%、40-49：20.8%、50-：45.8%

○50歳以上の構成割合
が全国と比べても高い

建設業の現状
特　徴

項目

【資料２０】
○就業者の年齢構成推移（H16→H20）
50-：42.1%→43.2%(1.03)

○就業者の年齢構成推移（H16→H20）
50-：40.0%→45.8%(1.15)

○高年齢化が急速に進
んでいる

【資料２１】
○全産業に占める年齢構成別割合（H20）
全体8.4%、15-24：5.0%、25-34：8.0%、35-44：8.5%、
45-54：8 5% 55-64：10 6% 65-：7 4%

○全産業に占める年齢構成別割合（H20）
全体9.2%、15-24：5.6%、25-34：6.7%、35-44：9.3%、
45-54：10 9% 55-64：11 9% 65-：10 1%

○若い年齢層が少ない
一方で高齢者の割合が
高い

建設業就業者の
年齢構成

【資料２０】

45 54：8.5%、55 64：10.6%、65 ：7.4% 45 54：10.9%、55 64：11.9%、65 ：10.1% 高い

建設業における
給与額

○一人平均月間現金給与額（建設業）
・H9：398千円、H14：368千円、H19：376千円
○一人平均月間現金給与額（全産業）
・H9：423千円、H14：414千円、H19：413千円

○一人平均月間現金給与額（建設業）
・H9：360千円、H14：353千円、H19：346千円
○一人平均月間現金給与額（全産業）
・H9：317千円、H14：302千円、H19：277千円

○給与額は、道内全産業
との比較では高水準であ
るが、全国の建設業と比
較すると低い

○ 人 均月間労働時間数（建設業） ○ 人 均月間労働時間数（建設業） ○労働時間は 道内全産

建
設
業 【資料２２】

建設業における
労働時間

○一人平均月間労働時間数（建設業）
・H9：173時間、H14：173時間、H19：175時間
○一人平均月間労働時間数（全産業）
・H9：169時間、H14：168時間、H19：171時間

○一人平均月間労働時間数（建設業）
・H9：179時間、H14：175時間、H19：179時間
○一人平均月間労働時間数（全産業）
・H9：161時間、H14：154時間、H19：152時間

○労働時間は、道内全産
業を大きく上回り、全国の
建設業と比較しても長時
間

労働災害 【資料 】

○H20年建設業関係労働災害：24,812人（死亡430人
(対全産業33 9%) 休業4日以上の負傷：24 382人（対

○H20年建設業関係労働災害：983人（死亡28人(対
全産業34 6%) 休業4日以上の負傷：955人（対全産

○死亡者数の割合
従業者数割合

業
の
現
状

労働災害 【資料２３】
(対全産業33.9%)、休業4日以上の負傷：24,382人（対
全産業20.4%)）
○推移（H16→H20）：0.86

全産業34.6%)、休業4日以上の負傷：955人（対全産
業14.1%)）
○推移（H16→H20）1,492人→983人：0.66

(34.6%)は従業者数割合
(9.3%)に比べ極めて高い

建設業の合併等 【資料２４】

○北海道開発局競争入札参加資格者の合併等
H16（吸収合併31、営業譲渡12、その他4）、H17（吸
収合併29、営業譲渡15、その他2）、H18（吸収合併
29 営業譲渡12 その他5） H19（吸収合併13 営業

○近年概ね50件程度（吸
収合併は20～30、営業譲建設業の合併等 【資料２４】

29、営業譲渡12、その他5）、H19（吸収合併13、営業
譲渡12、その他4）、H20（吸収合併20、営業譲渡24、
その他5）

収合併は20 30、営業譲
渡は10件前後）で推移
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【資料１】産業別構成比（96年）

○他地域と比較して、北海道の産業全体に対する建設業の占める割合は高い

～ 地域における建設業① ～

○他地域と比較して、北海道の産業全体に対する建設業の占める割合は高い

北海道・
東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

全国 北海道
全国ブロック別

東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州
農林水産業 1.5% 3.6% 3.6% 0.8% 1.3% 0.6% 1.6% 3.6% 3.3%
鉱業 0.2% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.4%
製造業 23.3% 11.7% 17.3% 21.4% 33.5% 24.1% 28.1% 22.6% 17.4%
建設業 9.3% 15.5% 14.0% 8.3% 8.4% 8.5% 9.6% 10.6% 10.1%
気 ガ 水道業 2 9% 2 7% 4 1% 2 2% 3 3% 2 9% 3 2% 3 3% 3 3%電気・ガス・水道業 2.9% 2.7% 4.1% 2.2% 3.3% 2.9% 3.2% 3.3% 3.3%

卸売・小売業 16.3% 16.8% 15.5% 16.4% 14.5% 17.7% 15.8% 15.3% 17.6%
金融・保険業 6.8% 5.6% 5.3% 8.5% 5.3% 6.7% 5.5% 6.1% 5.8%
不動産業 12.6% 11.4% 12.2% 13.7% 10.7% 13.1% 11.0% 11.0% 11.7%
運輸・通信業 7.0% 9.9% 7.8% 6.7% 6.5% 7.0% 7.0% 7.4% 8.1%

※全産業の総生産額に占める各産業の生産額の占める割合

運輸 通信業 % % % % % % % % %
サービス業 20.2% 22.6% 20.0% 22.0% 16.5% 19.3% 18.0% 19.9% 22.5%
全産業 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

7
出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成



【資料２】産業別構成比（06年）

○他地域と比較して、北海道の産業全体に対する建設業の占める割合は高い

～ 地域における建設業① ～

○他地域と比較して、北海道の産業全体に対する建設業の占める割合は高い

北海道・全国 北海道
全国ブロック別

北海道
東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

農林水産業 1.2% 4.6% 3.5% 0.6% 0.9% 0.5% 1.2% 3.0% 2.8%
鉱業 0.1% 0.3% 0.3% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.3%
製造業 25.5% 11.2% 22.6% 20.8% 38.8% 26.5% 32.3% 25.0% 19.7%
建設業 5 5% 9 2% 7 4% 5 1% 5 4% 4 6% 5 7% 5 7% 6 5%

全国 北海道

建設業 5.5% 9.2% 7.4% 5.1% 5.4% 4.6% 5.7% 5.7% 6.5%
電気・ガス・水道業 3.3% 3.5% 4.9% 2.6% 3.4% 3.2% 3.8% 4.3% 3.7%
卸売・小売業 13.8% 14.3% 12.0% 15.1% 11.4% 15.4% 11.6% 12.3% 14.2%
金融・保険業 6.7% 5.2% 4.8% 8.6% 4.9% 6.0% 5.8% 6.3% 5.4%
不動産業 13.0% 13.4% 13.1% 14.1% 10.5% 13.5% 11.6% 12.2% 12.2%
運輸・通信業 7.5% 10.9% 8.2% 7.2% 6.6% 7.5% 7.9% 8.2% 8.9%
サービス業 23.7% 27.5% 23.7% 26.0% 18.3% 23.0% 20.1% 23.0% 26.6%
全産業 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※全産業の総生産額に占める各産業の生産額の占める割合

8
出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成



【資料３】産業別成長寄与度（96年－06年）

○10年前との比較では他地域と比べても建設業の落ち込みが大

～ 地域における建設業① ～

○10年前との比較では他地域と比べても建設業の落ち込みが大
○北海道の総生産は１０年間で減だが、主因は建設業の減少

北海道・全国 北海道
全国ブロック別

東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州
農林水産業 -0.1% 0.7% -0.1% -0.1% -0.2% -0.2% -0.3% -0.5% -0.3%
鉱業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1%
製造業 4.8% -1.1% 6.1% 2.2% 12.3% 2.9% 7.1% 3.5% 4.1%
建設業 -3 3% -6 8% -6 3% -2 5% -2 0% -3 8% -3 5% -4 6% -3 0%建設業 3.3% 6.8% 6.3% 2.5% 2.0% 3.8% 3.5% 4.6% 3.0%
電気・ガス・水道業 0.7% 0.6% 1.0% 0.7% 0.8% 0.4% 0.9% 1.1% 0.7%
卸売・小売業 -1.0% -3.4% -3.0% 0.7% -1.0% -2.0% -3.2% -2.4% -2.2%
金融・保険業 0.5% -0.7% -0.3% 1.4% 0.5% -0.6% 0.8% 0.5% 0.1%
不動産業 1.7% 1.2% 1.4% 2.3% 1.7% 0.7% 1.7% 1.8% 1.6%
運輸 通信業 1 3% 0 4% 0 7% 1 5% 1 4% 0 7% 1 6% 1 2% 1 6%運輸・通信業 1.3% 0.4% 0.7% 1.5% 1.4% 0.7% 1.6% 1.2% 1.6%
サービス業 5.9% 3.3% 4.6% 7.6% 5.1% 4.2% 4.0% 4.2% 6.5%
全産業 10.2% -5.6% 3.5% 13.6% 18.3% 2.1% 9.0% 4.6% 8.9%

※各産業の生産額の成長寄与率 （06年各産業生産額ー96年各産業生産額）／96年全産業生産額

9
出典：県民経済計算年報（内閣府）より作成



【資料４】北海道開発事業費による経済波及効果

○建設産業以外の他産業に対しても生産誘発、就業者誘発の波及が大きい

～ 地域における建設業① ～

○建設産業以外の他産業に対しても生産誘発、就業者誘発の波及が大きい

10出典：「平成２０年労働力調査」（総務省:H21年6月公表）
「平成１５年延長北海道産業連関表」（北海道開発局:H19年3月公表）から北海道開発局で試算



【資料５】北海道の建設投資額・建設業者数・就業者数の推移

○建設投資額は全国に比べて北海道の減少率が大きい

～ 地域における建設業② ～

北海道の建設投資額（出来高ベース）の推移

○建設投資額は全国に比 て北海道の減少率が大きい
○建設業者数はピーク時からの推移が全国と同程度だが、就業者数はピーク時からの減少が全国よりも大きい

4,000

5,000 (十億円)

公共

民間

北海道 建設投資額（出来高 ） 推移

建設投資ﾋﾟｰｸ
4 8兆円（5年度）

Ｈ１１から
公共投資▲５３．７％減
民間投資▲３０．８％減

2,000

3,000
民間 4.8兆円（5年度）

５８．９％

0

1,000

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年度)

２０年度投資額２．４兆円
ピーク時比▲５１．２％
H11/H20 ▲４６．４％

４１．１％

30

35

40

25

30 就業者数(万人)許可業者数(千業者)

許可業者数

就業者数

北海道の建設業許可業者数・就業者数の推移
就業者数ﾋﾟｰｸ
35万人（7,8,9年平均）

10

15

20

25

10

15

20

業者数(２０年度末)２．２万業者
ピーク時比▲１４．６％

就業者数（２０年平均）２４万人

許可業者数ﾋﾟｰｸ
26.1万業者（11年度末）

0

5

10

0

5

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

11

出所）国土交通省「建設総合統計」、「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」

就業者数（２０年平均）２４万人
ピ－ク時比▲３１．４％



【資料６】全国の建設投資額・建設業者数・就業者数の推移

○建設投資額は全国に比べて北海道の減少率が大きい

～ 地域における建設業② ～

100 000 (十億円)
全国の建設投資額（出来高ベース）の推移

○建設投資額は全国に比 て北海道の減少率が大きい
○建設業者数はピーク時からの推移が全国と同程度だが、就業者数はピーク時からの減少が全国よりも大きい

60 000

80,000

100,000 (十億円)

公共

民間
建設投資ﾋﾟｰｸ
87.7兆円（3年度）

Ｈ１１から
公共投資▲ ８．５％減
民間投資▲４５．７％減

20,000

40,000

60,000

２０年度投資額４９．２兆円

３４．４％

６５．６％

0

20,000

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年度)

ピーク時比▲４３．９％
H11/H20 ▲２６．０％

全国の建設業許可業者数・就業者数の推移

500

600

700

800

500

600

700 就業者数(万人)許可業者数(千業者)

許可業者数

就業者数

全国の建設業許可業者数 就業者数の推移

許可業者数ﾋﾟ ｸ

就業者数ﾋﾟｰｸ
685万人（９年平均）

200

300

400

500

200

300

400

業者数(２０年度末)５０．９万業者
ピーク時比▲１５．３％

就業者数（２０年平均）５３７万人
ピ－ク時比▲２１．６％

許可業者数ﾋ ｰｸ
60.1万業者（１１年度末）

0

100

0

100

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

12

出所）国土交通省「建設総合統計」、「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」



【資料７】全産業に占める建設業従業者数の割合

○北海道の建設業従業者の割合は全国より大きく、小さな市町村ほど建設業の割合が大きい

～ 地域における建設業② ～

○北海道の建設業従業者の割合は全国より大きく、小さな市町村ほど建設業の割合が大きい
○概ね人口の少ない市町村ほど、全産業の従業者数の減少が大きく、建設業の減少が大きな要因

全産業に占める建設業従業者数の割合（H18）

8.4%

12.2%

8.3%
8.9%

8.4%

10.5%

12.7%

9.3%10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

全国

北海道

6.4% 6.6%
7.6% 7.1%

8.3%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

北海道の従業者数の増加率（H13→H18)

0.0%

100万人～ 10～100万人 5～10万人 1～5万人 ～1万人 総数

-2.4%

-8.8%
-5.5% -6.7%

-11 1%

-6.2%-10.0%

0.0%

100万～ 10～100万 5～10万 1～5万 ～1万 合計

11.1%
-14.3%

-23.3%

-17.8%

-22.9%

-29.6%

-21.1%

-30.0%

-20.0%

全産業

建設業

-40.0%

13

出所：総務省「事業所・企業統計調査」「住民基本台帳人口」

※Ｈ１８都市規模別



【資料８】市町村規模別の建設業事業所数の割合

○小さな市町村ほど建設業の占める割合が高い

～ 地域における建設業② ～

北海道の全産業に占める建設業事業所数の割合

○小さな市町村ほど建設業の占める割合が高い

14出所）総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」
※民営事業所



○北海道は公共土木の割合が大きく、民間投資が小さい

【資料９】全国ブロック別の公共投資額比率 ～ 建設市場の現状 ～

○北海道は公共土木の割合が大きく、民間投資が小さい
○全国に比べて北海道の減少率大
○全国に比べて公共の減が大きく、民間が更に下げ幅を押し下げている

北海道の種類別建設投資額（出来高ベース）の推移

H20年度全国ブロック別公共投資額比率

100%

公共建築 公共土木

民間建築 民間土木

34.7%

6.4%
15.3% 11.9% 14.5% 14.2% 12.5% 14.3% 15.3% 11.7% 9.5% 13.1%

80%

100%

39.8%
53.4%

62.7%

36.3%

55.4%
61.5%

39.9% 44.7%
44.4%

52.5%60%

53.9%

39.4%

30 1%

44.8% 39.4% 37.4% 39.6%

29 8%20%

40%

58 9%

4.9% 5.4% 4.5% 3.8% 4.7% 4.2% 3.7% 5.4% 6.2% 6.5% 4.6%

30.1%

19.0%
27.8%

20.6%

29.8%

0%

20%

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 全国

58.9%

34.4%

15出所）国土交通省「建設総合統計」

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 全国



【資料１０】規模別の営業利益率の推移

○売上高の規模が小さいほど利益率は低い。売上高３億円未満の規模ではマイナス

～ 建設市場の現状 ～

○売上高の規模が小さいほど利益率は低い。売上高３億円未満の規模ではマイナス
○経年的に低下傾向

北海道の建設業の売上規模別営業利益率の推移 全国の建設業の資本金規模別営業利益率の推移

16
出所）財務省「法人企業統計」、北海道建設業信用保証㈱資料



【資料１１】部門別の営業利益率の推移

○土木の営業利益率が建設業全体の営業利益率に与える影響大

～ 建設市場の現状 ～

○土木の営業利益率が建設業全体の営業利益率に与える影響大

北海道の建設業の部門別営業利益率の推移

17
出所）財務省「法人企業統計」、北海道建設業信用保証㈱資料



【資料１２】１社当たり完成工事高の推移

○北海道の1社当たり完成工事高は小さい

～ 建設市場の現状 ～

（全国）１社当たり完成工事高施工額

○北海道の1社当たり完成工事高は小さい
○ 資本金5千万円未満の企業の完成工事高は、全国では増加、北海道は減少

区分 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
総数 417 407 397 410 436

（全国）１社当たり完成工事高施工額

資本金５千万円以上 7,363 6,801 6,961 6,864 6,901
資本金５千万円未満 208 201 195 204 216

区分 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
総数 298 287 271 329 274

（北海道）１社当たり完成工事高施工額

総数 298 287 271 329 274
資本金５千万円以上 3,424 3,288 3,100 3,080 3,054
資本金５千万円未満 212 204 198 233 192
資本金１～５千万円未満 324 298 306 294 324
資本金１千万円未満 68 66 81 113 55資本金１千万円未満 68 66 81 113 55

※個人を含まない

出所：北海道「平成２０年度版北海道における建設業の概況」

18



【資料１３】建設業の倒産件数の推移

○全国に比べて建設業の倒産が全体に占める割合大

～ 建設市場の現状 ～

10,000 (件) 45(％)

北海道の建設業倒産件数と全産業に占める割合の推移 全国の建設業倒産件数と全産業に占める割合の推移
500 (件) 45(％)

○全国に比べて建設業の倒産が全体に占める割合大
○事業所数（9.8%）、就業者数(9.3%)の全産業に占める割合に比べ、倒産比率が大
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32.6 33.2

24.5
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19

0

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年)

0

出所）東京商工リサーチ資料
※負債総額1,000万円以上

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年)



【資料１４】北海道内建設業の原因別倒産状況

○倒産原因は業績不振が多くを占める

～ 建設市場の現状 ～

○倒産原因は業績不振が多くを占める

北海道内建設業原因別倒産状況

7 9% 3.6% 1.1%

北海道内建設業原因別倒産状況（２０年）

5 4%

3.9%

0.7%
7.9%

業績不振

放漫経営

他社倒産の余波

77.4%

5.4% 売掛金回収難

既往のしわ寄せ

過小資本

その他

20

その他

※負債金額１，０００万円以上

（株）東京商工リサーチ北海道支社調べ



【資料１５】新設・維持修繕工事の推移

○社会資本ストックの老朽化等に伴い維持管理型工事の割合が増加

～ 公共・民間工事の現状 ～

○社会資本ストックの老朽化等に伴い維持管理型工事の割合が増加

北海道の新設・維持修繕工事の推移全国の新設・維持修繕工事の推移

維持修繕

維持修繕
13205

維持修繕
394
（18％）

新設

維持修繕
12946
（25％） 維持修繕

370
（22％）

（23％）

新設

（18％）

新設
新設

39230
（75％）

新設
1282

44255
（77％）

1846
（82％）

（78％）

21
出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」



【資料１６】工事請負有資格者数等

○経営事項審査申請数は、建設業許可業者数、就業者数と同程度の減少率

～ 公共・民間工事の現状 ～

○経営事項審査申請数は、建設業許可業者数、就業者数と同程度の減少率
○有資格者は全体として減少する中で、Ｄクラスの減少率は相対的に小さい

出典：平成20年度版「北海道における建設業の概況」

出典：国土交通省直轄工事等契約関係資料
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【資料１７】公共工事の契約状況①

○北海道では、国の発注割合が全国の２倍程度と高い一方、市町村の割合は小さい

～ 公共・民間工事の現状 ～

発注者（公共機関）別工事件数及び請負契約額の推移

○北海道では、国の発注割合が全国の２倍程度と高い 方、市町村の割合は小さい

発注者（公共機関）別 事件数及び請負契約額 推移

工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額
総数 175 175 9 387 800 167 700 9 432 902 9 385 692 282 8 988 659 731

H19
全国

件数
契約額（百万円）

H18 H19
北海道

H18

総数 175,175 9,387,800 167,700 9,432,902 9,385 692,282 8,988 659,731
国 16,288 1,947,349 16,689 2,117,475 2,015 266,780 2,195 272,645
政府関連企業等 5,272 808,409 5,716 958,474 270 43,125 332 47,260
都道府県 63,430 2,623,447 62,225 2,549,122 3,415 196,968 3,301 170,445
市区町村 72 754 2 735 498 63 591 2 422 755 3 010 150 134 2 632 129 448市区町村 72,754 2,735,498 63,591 2,422,755 3,010 150,134 2,632 129,448
地方公営企業 9,631 546,920 12,062 533,391 284 15,027 339 16,423
その他 7,799 726,176 7,416 851,685 391 20,248 190 23,511

割
全国 北海道

工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額 工事件数 請負契約額
総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
国 9.3% 20.7% 10.0% 22.4% 21.5% 38.5% 24.4% 41.3%
政府関連企業等 3 0% 8 6% 3 4% 10 2% 2 9% 6 2% 3 7% 7 2%

H18 H19 H18 H19割合

政府関連企業等 3.0% 8.6% 3.4% 10.2% 2.9% 6.2% 3.7% 7.2%
都道府県 36.2% 27.9% 37.1% 27.0% 36.4% 28.5% 36.7% 25.8%
市区町村 41.5% 29.1% 37.9% 25.7% 32.1% 21.7% 29.3% 19.6%
地方公営企業 5.5% 5.8% 7.2% 5.7% 3.0% 2.2% 3.8% 2.5%
その他 4.5% 7.7% 4.4% 9.0% 4.2% 2.9% 2.1% 3.6%
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そ 他

出典：北海道「平成20年度版北海道における建設業の概況」



【資料１８】公共工事の契約状況②

○北海道では、資本金1 000万円以上、１億円以下の企業が半分以上受注

～ 公共・民間工事の現状 ～

○北海道では、資本金1,000万円以上、１億円以下の企業が半分以上受注

発注者（公共機関）別・経営組織別－請負契約額－

（百万円）
運営組織別

500万円
未満

500～
1000万円未満

1000～
5000万円未満

5000万～
1億円未満

1億円以上

H18 9,387,800 958 26,202 41,519 3,592,473 1,162,409 4,564,239
H19 9 432 902 1 578 13 943 52 883 3 312 430 1 174 963 4 877 106

全国

年度
会社・会社以外の法人（資本金階層別）

個人

運営組織別

総数

運営組織別
会社 会社以外の法人（資本金階層別）

H19 9,432,902 1,578 13,943 52,883 3,312,430 1,174,963 4,877,106
H18 692,283 0 0 0 270,488 181,331 240,464
H19 659,731 0 0 0 245,157 122,833 291,741

全国

北海道

500万円
未満

500～
1000万円未満

1000～
5000万円未満

5000万～
1億円未満

1億円以上

H18 100.0% 0.0% 0.3% 0.4% 38.3% 12.4% 48.6%
H19 100.0% 0.0% 0.1% 0.6% 35.1% 12.5% 51.7%

全国

年度 総数
個人

会社・会社以外の法人（資本金階層別）

H18 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 39.1% 26.2% 34.7%
H19 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 37.2% 18.6% 44.2%

北海道

出典：北海道「平成20年度版北海道における建設業の概況」
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【資料１９】民間工事の契約状況 ～ 公共・民間工事の現状 ～

民間工事発注者別工事件数及び請負契約額の推移

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

全　国 北海道
H18 H19

件数
契約額（百万

円）

H18 H19

件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額
総数 79,937 10,770,443 89,027 11,878,565 2,975 281,759 2,838 340,803
農林漁業 445 19,643 417 11,202 77 3,589 56 1,109
鉱業・建設業 1,910 110,918 2,973 180,379 61 3,717 147 12,095
製造業 23,949 2,340,709 24,478 2,542,507 685 38,884 554 42,321

円）

電気業・ガス業 13,207 811,447 16,309 997,447 563 21,812 445 59,145
運輸業・通信業 22,542 1,511,750 24,740 1,565,169 993 38,715 670 24,982
不動産業 5,684 3,600,122 5,258 3,842,861 123 80,090 138 93,406
卸売業・小売業 1,842 406,226 1,970 663,207 91 11,953 65 13,618
サービス業 6 623 1 731 233 7 791 1 687 468 305 75 310 605 55 376サ ビス業 6,623 1,731,233 7,791 1,687,468 305 75,310 605 55,376
その他 3,735 238,394 5,090 388,326 77 7,689 157 38,752

工事 請負 工事 請負 工事 請負 工事 請負
構成比

全　国 北海道
H18 H19 H18 H19

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

工事
件数

請負
契約額

総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
農林漁業 0.6% 0.2% 0.5% 0.1% 2.6% 1.3% 2.0% 0.3%
鉱業・建設業 2.4% 1.0% 3.3% 1.5% 2.1% 1.3% 5.2% 3.5%
製造業 30 0% 21 7% 27 5% 21 4% 23 0% 13 8% 19 5% 12 4%製造業 30.0% 21.7% 27.5% 21.4% 23.0% 13.8% 19.5% 12.4%
電気業・ガス業 16.5% 7.5% 18.3% 8.4% 18.9% 7.7% 15.7% 17.4%
運輸業・通信業 28.2% 14.0% 27.8% 13.2% 33.4% 13.7% 23.6% 7.3%
不動産業 7.1% 33.4% 5.9% 32.4% 4.1% 28.4% 4.9% 27.4%
卸売業・小売業 2.3% 3.8% 2.2% 5.6% 3.1% 4.2% 2.3% 4.0%
サ ビス業 8 3% 16 1% 8 8% 14 2% 10 3% 26 7% 21 3% 16 2%
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サービス業 8.3% 16.1% 8.8% 14.2% 10.3% 26.7% 21.3% 16.2%
その他 4.7% 2.2% 5.7% 3.3% 2.6% 2.7% 5.5% 11.4%

出典：北海道「平成20年度版北海道における建設業の概況」



【資料２０】建設業就業者の年齢構成①

○北海道では、50歳以上の構成割合が全国と比べても高い

～ 建設業の現状 ～

100%

北海道の建設業就業者の年齢階層別構成比の推移

○北海道では、50歳以上の構成割合が全国と比べても高い
○高年齢化が急速に進行

40.6 40.6 45.2 40.0 40.0
50.0 44.4 44.4 45.8

60%

70%

80%

90%

100%

50歳以上

40～49歳

30～39歳

15.6

18.8

25.0

18.8

18.8

21.9

16.1

16.1

22.6

16.7

20.0

23.3

16.7

20.0

23.3

12 5

16.7

20.8

11 1

22.2

22.2

11 1

22.2

22.2

12 5

20.8

20.8

10%

20%

30%

40%

50%
30～39歳

15～29歳

15.6 12.5 11.1 11.1 12.5

0%

10%

12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年)

全国の建設業就業者の年齢階層別構成比の推移

39.3 39.5 39.8 40.6 42.1 42.7 42.5 43.0 43.2

60%

70%

80%

90%

100%

50歳以上

18.3

21.9

19.5

21.4

20.6

20.6

21.5

20.2

22.1

19.8

22.8

19.0

23.6

18.9

24.1

19.1

24.2

19.6

20%

30%

40%

50%

60%
歳以

40～49歳

30～39歳

15～29歳
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20.5 19.7 19.1 17.7 16.1 15.5 15.0 13.8 13.0

0%

10%

12 13 14 15 16 17 18 19 20 (年)

出所）厚生労働省「労働力調査」



【資料２１】建設業就業者の年齢構成②

○北海道では若い年齢層が少ない一方、高齢者の割合が高い

～ 建設業の現状 ～

○北海道では若い年齢層が少ない 方、高齢者の割合が高い

H20全産業に占める建設業従業者数の割合（年代別）全産業に占める年齢構成別割合（H２０）

10 .6%

9 2% 9 3%

10 .9%
11 .9 %

10 .1%
12.0%

15.0%

全国比率

北海道比率
8.4%

5 .0%

8 .0%
8 .5% 8 .5%

7 .4%

9 .2%

5 .6%
6 .7%

9 .3 %

6.0%

9.0%

北海道比率

0 0%

3.0%

0.0%

総数 15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65～

（年代）
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出所）厚生労働省「労働力調査」



【資料２２】建設業における給与額・労働時間

○給与額は、道内全産業との比較では高水準であるが、全国の建設業と比較すると低い

～ 建設業の現状 ～

○給与額は、道内全産業との比較では高水準であるが、全国の建設業と比較すると低い
○労働時間は、道内全産業を大きく上回り、全国の建設業と比較しても長時間

一人当たりの平均月間現金給与額

430

450 (千円) 200 (時間)

一人当たりの平均月間労働時間数

396

414

423
419 421 419 418

413

384

390 388

395 398

386
390

392

386

416
413414414

417

408
403

390

410

191

183

179

186

179

175

181
179

175 175 174
176

173 173 172 173 173
175 174 175 175

177178
176

175174174174

180

190

337

346

360 359

371 369

353 352

338

355

346

368
363

375 373 374 376

350

370
167

164

160

158

154

171
173

170
171

173 172 173 173

154
155155154

158157

161

163164

170

170 170 171
169 168 167 169 168 168

169

170

169 170

160

170

310

323

307 306 306
302

305
299

292
287

327
331 328

317316317

324 317

290

310

330
154

152

140

150

北海道全産業 北海道建設業287

277

250

270

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 (年)

北海道全産業 北海道建設業

全国全産業 全国建設業

120

130

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 (年)

全国全産業 全国建設業
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出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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○死亡者数の割合(34.6%)は従業者数割合(9.3%)に比べ極めて高い

【資料２３】建設業における労働災害の状況 ～ 建設業の現状 ～

○死亡者数の割合(34.6%)は従業者数割合(9.3%)に比 極めて高い

休業４日以上の労働災害の推移
死亡 休業4日以上 合計
16年 17年 18年 19年 20年 16年 17年 18年 19年 20年 16年 17年 18年 19年 20年

区
域

区分
16年 17年 18年 19年 20年 16年 17年 18年 19年 20年 16年 17年 18年 19年 20年

全産業 1,620 1,514 1,472 1,357 1,268 122,804 120,354 121,378 121,356 119,291 124,424 121,868 122,850 122,713 120,559

建設業 594 497 508 461 430 28,414 27,193 26,872 26,106 24,382 29,008 27,690 27,380 26,567 24,812
構成比 36.7 32.8 34.5 34.0 33.9 23.1 22.6 22.1 21.5 20.4 23.3 22.7 22.3 21.6 20.6
全産業 118 105 93 90 81 7,716 7,466 7,594 7,372 6,770 7,834 7,571 7,687 7,462 6,851

全
国

北

域

建設業 39 31 29 26 28 1,453 1,323 1,282 1,067 955 1,492 1,354 1,311 1,093 983

構成比 33.1 29.5 31.2 28.9 34.6 18.8 17.7 16.9 14.5 14.1 19.0 17.9 17.1 14.6 14.3

北
海
道

出所）厚生労働省労働基準局、北海道労働局資料
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【資料２４】建設業の合併等

○近年、概ね50件程度（吸収合併は20～30件、営業譲渡は10件前後）で推移

～ 建設業の現状 ～

○近年、概ね50件程度（吸収合併は20 30件、営業譲渡は10件前後）で推移

8 26 2 3平成１５年度

平成１５年度～２１年度 合併等件数北海道開発局工事等有資格者の合併等の推移

8

12

26

31

2

0

3

4

平成 年度

平成１６年度

15

12

29

29

1

3

1

2

平成１７年度

平成１８年度

12 13 4 0平成１９年度

24 20 3 2

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件 35件 40件 45件 50件

平成２０年度

営業譲渡 吸収合併 吸収分割 新設分割 北海道開発局調
※平成２１年８月１１日における有資格者を対象
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※平成２１年８月１１日における有資格者を対象


